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(証券コード6662) 
平成21年９月２日 

 
株 主 各 位 
 

東京都品川区西五反田1丁目18番9号 
 

株式会社ユビテック 
 

代表取締役社長 荻 野   司 

 

第33回定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 
 さて、当社第33回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席く
ださいますようご通知申し上げます。 
 なお、当日ご出席願えない場合は、書面またはインターネットで議決権を行使
することができますので、後記の株主総会参考書類をご検討いただき、議決権を
ご行使いただきますようお願い申し上げます。 
〔書面による議決権の行使の場合〕 

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示の上、平成21年９月16日 
(水曜日）午後６時までに到着するようにご返送ください。 
〔インターネットによる議決権の行使の場合〕 

議決権行使サイト (http://www.evote.jp/) において平成21年９月16日（水曜
日）午後６時までに議決権を行使していただきますようお願い申し上げます。な
お、インターネットによる議決権行使に際しては、次頁【議決権行使等について
のご案内】(5) インターネットによる議決権行使のご案内を必ずご確認ください
ますようお願い申し上げます。 

敬 具 

記 
 
1. 日 時 平成21年９月17日（木曜日）午前10時 
2. 場 所 東京都品川区西五反田８丁目４番13号 

ゆうぽうと７階「福寿」 
(末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください｡) 

3. 株主総会の目的事項 
 報 告 事 項 第33期（平成20年７月１日から平成21年６月30日まで）事業

報告、計算書類、連結計算書類並びに会計監査人および監査
役会の連結計算書類監査結果報告の件 

 決 議 事 項  
 第１号議案 剰余金の配当の件 
 第２号議案 定款一部変更の件 
 第３号議案 取締役７名選任の件 
4. 議決権の行使等についてのご案内 
  (次頁【議決権行使等についてのご案内】をご参照ください｡） 

以 上  
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださ
いますようお願い申し上げます。 
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【議決権行使等についてのご案内】 

(1) 代理人によるご出席の場合 
株主総会にご出席いただけない場合、議決権を有する他の株主１名を代理人として株主総会に

ご出席いただくことが可能です。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となりますので
ご了承ください。 

(2) 事業報告、株主総会参考書類及び計算書類等の記載事項を修正する場合の周知方法 
事業報告、株主総会参考書類及び計算書類等に記載すべき事項を修正する必要が生じた場合は、

修正後の事項を当社ホームページ（http://www.ubiteq.co.jp/）に掲載いたしますのでご了承く
ださい。 

(3) 書面とインターネットによる議決権行使が重複してなされた場合の取り扱い 
書面とインターネットにより、二重に議決権を行使された場合は、インターネットによるもの

を議決権行使として取り扱わせていただきます。 
(4) インターネットによる議決権行使が重複してなされた場合の取り扱い 

インターネットによって、複数回数、議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効
な議決権行使として取り扱わせていただきます。 

(5) インターネットによる議決権行使のご案内 
 ① 議決権行使サイトについて 

ア．インターネットによる議決権行使は、パソコンまたは携帯電話から、当社の指定する議決
権行使サイト（http://www. evote.jp/）にアクセスし、ご利用いただくことによってのみ
実施可能です。(ただし、毎日午前２時から午前５時までは取り扱いを休止いたします｡） 

イ．パソコンによる議決権行使は、インターネット接続にファイアーウォール等を使用されて
いる場合、アンチウイルスソフトを設定されている場合、proxyサーバーをご利用の場合等、
株主様のインターネット利用環境によっては、議決権行使サイトにおけるインターネットに
よる議決権行使ができない場合もございますので、ご了承ください。 

ウ．携帯電話による議決権行使は、インターネットサービスをご利用可能であることが必要で
す。同サービスが利用可能な場合でも、セキュリティ確保のため暗号化通信（SSL通信）及
び携帯電話情報送信が可能な機種にのみ対応しておりますので、携帯電話の機種によっては
ご利用いただけない場合がございますのでご了承ください。 

 ② インターネットによる議決権行使方法について 
ア．パソコンをご利用の場合、http://www.evote.jp/にアクセスすると表示されます「会社一
覧」画面で会社名「株式会社ユビテック」を選択、次に表示される「インターネット議決権
行使ホームページ画面」で「議決権行使」をクリックいただきますと「本人認証」画面が表
示されます。 
携帯電話をご利用の場合、上記URLにアクセスすると表示されます「議決権行使サイト」

画面で「ログイン」ボタンをクリックしていただきますと ｢本人認証」画面が表示されます。
いずれも「本人認証」画面で、同封の議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」及び
｢仮パスワード」をご利用いただき、画面の案内に従って賛否をご入力ください。 

イ．株主様以外の方による不正アクセス（ “なりすまし” ）や議決権行使内容の改ざんを防止す
るため、ご利用の株主様には、議決権行使サイト上で ｢仮パスワード」の変更をお願いする
ことになりますのでご了承ください。 

ウ．株主総会の招集の都度新しい「議決権行使コード」と「仮パスワード」をご通知いたしま
す。 

 ③ 議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について 
議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（ダイヤルアップ接続料金・電話料金

等）は株主様のご負担となります。また、携帯電話をご利用の場合はパケット通信料その他携
帯電話利用による料金が必要になりますが、これらの料金も株主様のご負担となります。 

 ④ 招集ご通知の受領方法について 
ご希望の株主様は、次回の株主総会から、招集ご通知を電子メールで受領することができま

すので、パソコンにより議決権行使サイトでお手続きください。携帯電話ではお手続きできま
せん。また携帯電話のメールアドレスを指定することもできませんのでご了承ください。 

以 上 
 

システム等に関するお問合せ 

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部（ヘルプデスク） 

電話 0120-173-027（受付時間 9:00～21:00、通話料無料） 
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(添付書類) 
 

事  業  報  告 
 

(
 

平成20年７月１日から
平成21年６月30日まで

 

) 
 

1. 企業集団の現況に関する事項 
 (1) 事業の経過および成果 

① 当連結会計年度の概況 

当連結会計年度におけるわが国の経済は、金融不安による世界的な景気

減速が強まる中、当社グループも全般的に厳しい事業環境下であり、特に

当社の電子機器事業が属するエレクトロニクス業界の世界的な販売不振の

影響が顕著に現れました。このような状況の中で、グループ全体による徹

底的なローコストオペレーション体制を目指し、オフィス賃貸費用の削減、

管理部門を中心とした間接部門の縮小、業務効率の向上によるコスト削減

を進めてきました。さらに、業務全体を見直しながら関係協力会社にもご

協力を頂き、仕入コストや外部委託費用についても削減を進めてきました。

また、資本提携のあるオリックス㈱やパナソニック電工㈱との連携を進め

るとともに、自社製品の開発、新サービスの立ち上げに注力してきました。 

この結果、当連結会計年度の業績は、売上高は4,884百万円（前期比0.6%

減少）、営業利益は258百万円（前期比6.3%増加）、経常利益は264百万円

（前期比0.7%減少）、当期純利益は116百万円（前期比21.1%増加）となり

ました。 

 

② セグメント別の概況 

電子機器部門は、既存顧客向けの量産案件がエレクトロニクス業界不振

による影響を受け、主力製品の販売が減少し厳しい状況となりました。そ

こで全社的な業務効率化と仕入コストや外部委託費用の削減、そして効率

的な人員配置を行うとともに、自社製品及び新サービスの開発を行い、販

売を進めました。また、オリックスグループとの協業第一弾としてオリッ

クス自動車㈱向けカーシェアリング車載システム開発を行いました。その

結果、当連結会計年度の売上高は2,383百万円（前期比2.9%減少）、営業利

益は157百万円（前期比102.2%増加）となりました。 

今後は、既存事業の継続と利益率向上を図るとともに、車載機関連を始

めとするサーバと端末を組み合わせた自社のソリューションサービスの立

ち上げに注力していきます。 

モバイル・ユビキタス部門は、携帯電話評価業務等、顧客の市場環境悪

化による売上減などの影響がありましたが、昨年度資本提携を行ったパナ
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ソニック電工㈱からの受注が順調に推移しました。また、総務省公募案件

「固定無線システムに関する調査検討」や独立行政法人情報処理推進機構

（IPA）の委託調査なども行いました。更に継続して全社的な業務効率化へ

の取り組みや内部要員の有効活用によるコスト削減対応も進めた結果、当

連結会計年度の売上高は2,500百万円（前期比1.5%増加）、営業利益は500

百万円（前期比11.9%減少）となりました。 

今後は、新しい事業の軸として省エネ・環境対策に対する社会的ニーズ

に応えるべく、パナソニック電工㈱と共同開発したBX（Building 

eXchange）を進化させたBX-Office を始め、BX シリーズとして「BX-

Info」「BX-Energy」「BX-Room Viewer」の販売を進めていきます。 

 

③ 次期の見通し 

当社グループの次期の見通しと致しましては、電子機器事業においては

既存顧客向け事業の拡大とともに、カーシェアリング車載システムを始め

とするサーバと端末のセットソリューションサービスの開発、販売に注力

していきます。モバイル・ユビキタス事業は、ユビキタス技術のノウハウ

を活用し、次世代ネットワークのインフラ構築から、そのネットワークを

活用したサービスアプリケーションの開発を行っていきます。またBXシリ

ーズを始めとする省エネ事業への展開を強く進め、当社の技術を活用した

「やらされる省エネ」から「やりたくなる省エネ」を実現する製品の提供

を進めていきます。さらに今後もオリックス㈱、パナソニック電工㈱との

提携を強化し売上拡大を目指します。この結果、次期の見通しは、売上高

5,000百万円、営業利益260百万円、経常利益260百万円、当期純利益130百

万円を見込んでおります。 

 

 

 (2) 設備投資の状況 

当連結会計年度中に実施した設備投資の総額は、19百万円で、主にOA機器

等に投資しております。 

 

 (3) 対処すべき課題 

今後の経営環境は、世界情勢や為替の動向により、依然不安定な要素を抱

えております。当社グループは、このような環境の中で、消費者の新たなニ

ーズを掘り起こし、新市場を創造するため当社の得意とする、ユビキタスコ

アテクノロジーを駆使して人に優しく環境に優しいシステムや、製品、サー

ビスを世の中に提供するという使命のもと事業展開をしてまいります。当社

と致しましては次にあげる課題に重点をおき、お客様のニーズや満足に応え
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られる研究開発体制や生産体制の強化に取り組んでまいります。 

①新規取引企業の開拓 

当社グループの販売先は大手電気メーカーを中心とし、特定の企業への

販売依存度が高い傾向が見られます。今後は既存の顧客企業との信頼関係

を保ちながら、新規取引先の開拓にも注力をしてまいります。 

②コスト削減 

当社グループは、近年顧客より厳しいコストダウンを要求されており、

今後もより一層それに拍車がかかることは確実視されております。それら

の要求に対応すべく当社グループでは、コスト削減を徹底しております。

具体的には製造委託コスト及び製造委託先の見直し、部材購入費の洗い直

し、一般経費の削減等を検討し、コスト削減を実行してまいりました。引

き続き、会社全体で無駄を見直し、更なるコスト削減を行ってまいります。 

③優秀な人材の確保 

当社グループが必要とする経験を持つ人材は絶対数が少ない傾向にある

ことから新たな人材の確保が困難な状況にあります。そのため、優秀な人

材にとって魅力ある会社作り（インセンティブプランの充実、研修制度の

充実等）を行うと同時に、OJTによるエンジニアの教育にも力をいれてまい

ります。また、パートナー連携を進める中で、優秀な人材の確保を進めて

まいりたいと考えております。 

④国際標準規格への取組み（ISOの推進） 

当社は、「品質向上」に努め、顧客の満足度を高めるとともに、地球環

境の保全が人類共通の課題であることを認識し、企業活動のあらゆる面で

「品質向上」「地球環境保護」に配慮した事業活動を展開する環境・品質

方針を掲げ、ホームページ等を通じ社外へ公開しております。 

また、社内活動のみならず省資源、省エネルギー活動に配慮した製品を提

供することによる環境への貢献にも取り組んでいきたいと考えております。 
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 (4) 財産および損益の状況 

  ① 企業集団の財産および損益の状況の推移 
 

区   分 
第 30 期 

平成18年６月期
第 31 期 

平成19年６月期
第 32 期 

平成20年６月期

第 33 期 
(当連結会計年度) 
平成21年６月期 

売 上 高 (百万円) 6,609 6,490 4,915 4,884 

経 常 利 益 (百万円) 673 520 266 264 

当 期 純 利 益 (百万円) 383 273 96 116 

１株当たり当期純利益（円) 11,042.65 7,789.80 2,754.18 833.66 

総 資 産 (百万円) 5,081 4,251 3,917 3,796 

純 資 産 (百万円) 2,742 2,922 2,933 3,011 
 
 (注) １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数に基づき算出しております。 

 (注) 平成21年２月９日開催の取締役会決議により、平成21年４月１日をもって１株を４

株とする株式分割を行っております。 

 

  ② 当社の財産および損益の状況の推移 
 

区   分 
第 30 期 

平成18年６月期
第 31 期 

平成19年６月期
第 32 期 

平成20年６月期

第 33 期 
(当事業年度) 

平成21年６月期 

売 上 高 (百万円) 6,609 5,543 3,986 4,002 

経 常 利 益 (百万円) 650 379 186 236 

当 期 純 利 益 (百万円) 364 205 76 117 

１株当たり当期純利益（円) 10,497.92 5,851.45 2,191.18 839.24 

総 資 産 (百万円) 5,068 3,888 3,598 3,536 

純 資 産 (百万円) 2,724 2,815 2,811 2,890 
 
 (注) １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数に基づき算出しております。 

 (注) 平成21年２月９日開催の取締役会決議により、平成21年４月１日をもって１株を４

株とする株式分割を行っております。 
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 (5) 重要な親会社および子会社の状況 

  ① 親会社の状況 
 

会社名 
親会社が有する 
当社株式の数 

(株) 

出資比率 
(％) 

関係内容 

㈱ イ ン タ ー ネ ッ ト 
総 合 研 究 所 

85,272 60.26 親会社 

オ リ ッ ク ス ㈱ （85,272） （60.26） 親会社 
 

 (注) 親会社の株式数、出資比率の（ ）内は間接所有であります。 

 

当社における役員12名のうち、親会社の役員を兼ねる者は２名であり、

その者の氏名並びに当社および親会社における役職は次のとおりです。 
 

当社における役職 氏 名 親会社における役職 

取 締 役 会 長 藤 原   洋 
㈱インターネット総合研究所
代 表 取 締 役 所 長 

監 査 役 小 林 稔 忠 
㈱インターネット総合研究所 
監 査 役 

 

  ② 子会社の状況 
 

名  称 資本金 主要な事業内容 議決権の所有割合 

U b i t e q  H K  L t d . 2,500,000HKD 電子機器事業 100.0％ 

㈱ ユ ビ テ ッ ク 
ソ リ ュ ー シ ョ ン ズ 

50百万円
モバイル・ 

ユビキタス事業 
95.0％ 

Ubiteq Solutions 
V i e t n a m , L t d . 

150,000USD
モバイル・ 

ユビキタス事業 
95.0％ 

 

 



〆≠●0 
01_9577701102109.doc 
㈱ユビテック様 招集 2009/08/20 16:44印刷 6/12 
 

 

― 8 ― 

 (6) 主要な事業内容 

   当社グループは、当社および子会社３社で構成されており、事業の種類別

セグメントと事業内容および主要な子会社との関連は次のとおりであります。 
 

事業の種類別 
セ グ メ ン ト 

事 業 内 容 主 要 な 子 会 社 

電子機器事業 ・デジタル情報家電（液晶TV等）向け映

像エンジンシステムの開発・生産業務

・ATM（オートテラーマシーン）や複写

機に内蔵されている主要モジュールシ

ステムの開発・生産業務 

・カーシェアリング車載システム等のサ

ーバと端末のセットソリューションサ

ービスの開発業務 

・上記テクノロジーを融合させた新技術

の開発業務 

Ubiteq HK Ltd. 

モバイル・ 

ユビキタス事業 

・携帯電話端末評価業務 

・IPネットワーク（有線・無線）設計・

構築・運用支援業務 

・次世代ネットワーキングテクノロジー

｢IPv6」に関する技術開発業務 

・Web2.0テクノロジーを活用したWeb2.0

ソリューション事業 

・組み込み型ソフトウェアの受託開発お

よびシステム開発等の人材派遣 

・省エネ対応ソリューション開発 

㈱ユビテックソリュ

ーションズ 

 

Ubiteq Solutions  

Vietnam, Ltd. 

 

 (7) 主要な営業所および子会社 

① 本       社  (東京都品川区) 

② 移動機評価センター  (東京都文京区) 

③ Ubiteq HK Ltd.  (中国香港) 

④ 株式会社ユビテックソリューションズ  (東京都品川区) 

⑤ Ubiteq Solutions Vietnam, Ltd.  (ベトナムハノイ) 

 

 (8) 従業員の状況 

  ① 企業集団の従業員の状況 
 

従業員数 前連結会計年度末比増減 

  193 名 0 名   

 
  ② 当社の従業員の状況 
 

区  分 従 業 員 数 平 均 年 齢 平均勤続年数 

男  性 88名 39.8歳 6.2年 

女  性 16名 33.3歳 5.3年 

合計または平均 104名 38.8歳 6.1年 
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2. 会社の状況に関する事項 
 (1) 株式に関する事項 

① 発行可能株式総数 520,000株

② 発行済株式総数  141,500株

③ 株 主 数 1,767名

④ 大 株 主 
 

株   主   名 持   株   数 持   株   比  率 

株 ％ 

㈱インターネット総合研
究 所 

85,272 60.26 

パ ナ ソ ニ ッ ク 電 工 ㈱ 
14,400

10.17 

荻 野  司 
2,702

1.90 

糸 谷  輝 夫 
1,791

1.26 

サン・クロレラ販売㈱ 
1,550

1.09 

㈱ サ ン ・ ク ロ レ ラ 
1,000

0.70 

藤 本  琢 磨 
741

0.52 

木 津  修 治 
584

0.41 

松 村  大 典 
563

0.39 

明 石  直 人 
511

0.36 

 
(注) 上記大株主には自己株式（1,400株）は含まれておりません。 

 

 (2) 新株予約権等に関する事項 

    事業年度末日に当社役員が有する新株予約権等の概要 
 

発行決議の日 平成16年７月23日 平成16年11月26日 平成17年２月18日 

新株予約権の目的と
なる株式の種類 

普通株式 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的と
なる株式の数 

976株 240株 184株 

新株予約権の発行価
額 

無償 無償 無償 

新株予約権を有する
者の人数 

取締役 
監査役 

4名
2名

社 外 
取締役 

1名 取締役 1名 

権利行使期間 
平成18年７月１日～
平成26年６月13日 

平成17年３月１日～
平成26年９月15日 

平成18年12月２日～ 
平成26年11月30日 

（注）平成21年2月9日開催の取締役会決議により、平成21年4月1日をもって1株を

4株とする株式分割を行っております。 



〆≠●0 
01_9577701102109.doc 
㈱ユビテック様 招集 2009/08/20 16:44印刷 8/12 
 

 

― 10 ― 

 (3) 会社役員に関する事項 

  ① 取締役および監査役に関する事項 
 

地    位 氏    名 担当および重要な兼職の状況 

代表取締役社長 荻 野  司 Ubiteq HK Ltd. Director 
  ㈱ユビテックソリューションズ代表取締役会長 

常 務 取 締 役 
 
 

明 石 直 人
 
 

管理本部長 
㈱ユビテックソリューションズ取締役 
Ubiteq HK Ltd. Director 

取 締 役 平 田  満 営業本部長 
取 締 役 白 木 道 人 営業本部副本部長 
取 締 役 会 長 藤 原  洋 ㈱インターネット総合研究所代表取締役所長 
取 締 役 徳 田 英 幸  
取 締 役 江 崎  浩  
取 締 役 林  雅 弘 ㈱ユビテックソリューションズ代表取締役社長 
常 勤 監 査 役 松 井 和 明  
監 査 役 小 林 稔 忠 ㈱インターネット総合研究所監査役 

  ㈱小林稔忠事務所代表取締役 
監 査 役 与謝野   肇 ㈱ビジネスパスポート代表取締役社長 
監 査 役 高 橋  通 Digital LifeScience, Inc. President 

 
(注) 1. 取締役 藤原洋、徳田英幸および江崎浩は会社法第２条第15号に定める社外取

締役であります。 
2. 監査役 松井和明、小林稔忠、与謝野肇および高橋通は会社法第２条第16号に

定める社外監査役であります。 
3. 監査役 松井和明は㈱ジャックスの常務取締役などを歴任し、財務および会計

に関する相当程度の知見を有するものであります。 
4. 監査役 小林稔忠は日本勧業角丸証券㈱（現みずほインベスターズ証券㈱）に

おける公開引受部長などを歴任し、財務および会計に関する相当程度の知見を
有するものであります。 

5. 監査役 与謝野肇は興銀インベストメント㈱（現みずほキャピタル㈱）の取締
役社長などを歴任し、財務および会計に関する相当程度の知見を有するもので
あります。 

6. 監査役 高橋通はキヤノン㈱の取締役などを歴任し、財務および会計に関する
相当程度の知見を有するものであります。 

 
  ② 取締役および監査役の報酬等の総額 
 

区分 支給人員 支給額（千円） 

取締役  7名 96,675 

監査役  4名 12,510 

合計 11名 109,185 
 
(注) 1. 取締役、監査役に対する報酬限度額は、平成16年９月16日開催の定時株主総会

における決議により、取締役年額500,000千円、監査役年額100,000千円と定め
られております。 

2. 支給額には当事業年度に係る役員賞与の支払に対する引当金繰入額（取締役
13,125千円）が含まれております。 
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  ③ 社外役員に関する事項 

1）社外役員の重要な兼職先である法人等と当社との関係 

区分 氏名 兼職先会社名 兼職の内容 関係 

取締役会長 藤原  洋 ㈱インターネット総合研

究所 

業務執行者 当社の 

親会社 

監査役 小林 稔忠 ㈱インターネット総合研

究所 

社外監査役 当社の 

親会社 

  ㈱小林稔忠事務所 業務執行者 取引関係 

なし 

監査役 与謝野 肇 ㈱ビジネスパスポート 業務執行者 営業上の 

取引関係 

監査役 高橋  通 Digital LifeScience, Inc. 業務執行者 取引関係 

なし 

 

2）社外役員の主な活動状況 

区分 氏名 主な活動状況 

取締役会長

 

 

藤原  洋 当事業年度開催の取締役会の12回中６回に出席し、

親会社の代表取締役所長としての視点から、議案・

審議につき発言を適宜行っております。 

取締役 

 

 

徳田 英幸 当事業年度開催の取締役会の12回中10回に出席し、

情報技術の専門家としての視点から、議案・審議に

つき発言を適宜行っております。 

取締役 

 

 

江崎  浩 当事業年度開催の取締役会の12回中９回に出席し、

情報技術の専門家としての視点から、議案・審議に

つき発言を適宜行っております。 

常勤監査役

 

 

松井 和明 当事業年度開催の取締役会および監査役会の全回に

出席し、当社の企業統治体制の構築・維持について

の発言を行っております。 

監査役 

 

 

 

小林 稔忠 当事業年度開催の取締役会12回中10回、および監査

役会の11回中10回に出席し、当社の企業統治体制の

構築・維持についての発言を行っております。 

監査役 

 

 

 

与謝野 肇 当事業年度開催の取締役会12回中10回、および監査

役会の11回中10回に出席し、当社の企業統治体制の

構築・維持についての発言を行っております。 

監査役 

 

 

 

高橋  通 当事業年度開催の取締役会および監査役会の全回に

出席し、当社の企業統治体制の構築・維持について

の発言を行っております。 
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3）責任限定契約の内容の概要 

当社は平成18年９月21日開催の第30回定時株主総会で定款を変更し、社外取締役

および社外監査役の責任限定契約に関する規定を設けております。 

当該定款に基づき当社が社外取締役および社外監査役の全員と締結した責任限定

契約の内容の概要は次のとおりであります。 

社外取締役および社外監査役は、本契約締結後、会社法第423条第１項の責任は、

取締役および監査役の職務を行うにあたり善意でかつ重大な過失がないときは、

金120万円と会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額を限

度とし、限度額を超える部分について責任を負わない。 

 

4）社外役員の報酬等の総額 
 
 支給人数 報酬等の額 

(千円) 

親会社または子会社等から

の役員報酬等(千円) 

社外役員の報酬

等の総額 
７

名
17,497

 
26,800

 

 

 (4) 会計監査人の状況 

  ① 監査法人の名称 

    あずさ監査法人 

② 当該事業年度に係る会計監査人の報酬等の額  30,000千円 

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する

報酬等の額と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額を区分しておら

ず、実質的にも区分できないことから、上記②の金額はこれらの合計額を

記載しております。 

③ 当社および当社の連結子会社が会計監査人に 

  支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 
 

 

30,000千円 

  ④ 非監査業務の内容 

    当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の監査証明業務

以外の業務を委託しておりません。 

  ⑤ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 

    取締役会は、当該会計監査人が、会社法や公認会計士法等の法令に違反

し、又は抵触した場合等、その必要があると判断した場合は、監査役会の

同意を得た上で、当該会計監査人の解任又は不再任に関する議題を株主総

会に提案します。また、監査役会は、当該会計監査人が会社法第340条第１

項各号に定める事由に該当すると判断した場合は、全員一致の決議により、

監査役会が当該会計監査人を解任します。 
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3. 会社の体制および方針 
業務の適正を確保するための体制および方針 

 当社は、会社法および会社法施行規則に基づき、当社の業務の適正を確保

するための体制（以下「内部統制」という）の整備について、取締役会で決

議した内容は下記のとおりであります。 

 

[1］株式会社ユビテック内部統制基本方針 

1. 取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するため

の体制 

企業行動憲章を、役職員が法令・定款および社会規範を遵守した行動を

とるための行動規範とする。代表取締役社長が繰り返しその精神を役職員

に伝えることにより、法令遵守および社会倫理の遵守を企業活動の前提と

することを徹底する。また、管理本部および内部監査室においてコンプラ

イアンスの取り組みを横断的に統括することとし、役職員教育等も行う。

企業活動においては公正を常とし、社会から批判を浴びる反社会的な者や

団体への関与を行わない。内部監査室は、コンプライアンスの状況を監査

し、問題があれば都度、取締役会および監査役会に報告するものとする。

法令上疑義のある行為等について従業員が直接情報提供を行う手段として

オリックスグループ コンプライアンス・ヘルプラインを利用するものと

する。 

2. 取締役の職務の執行に関わる情報の保存および管理に関する事項 

文書管理規程に従い、取締役の職務執行に関わる情報を文書または電磁

的媒体（以下、文書等という）に記録し、保存する。取締役および監査役

は、文書管理規程により、常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。 

3. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティおよび輸出管

理等に係るリスクについては、それぞれの担当部署の取締役が、自らのリ

スク管理責任を負うものとし、組織横断的リスク状況の監視および全社的

対応は管理本部が行うものとする。新たに生じたリスクについては取締役

会においてすみやかに対応責任者となる取締役を定める。 

4. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

取締役会は取締役、社員が共有する全社的な目標を定め、この浸透を図

るとともに、この目標達成のために各部門が実施すべき具体的な目標およ

び権限分配を含めた効率的な達成の方法を定める。そして、ITを活用しそ

の結果を迅速にデータ化することで、取締役会が定期的に進捗状況をレビ

ューし、改善を促し、目標達成の確度を高め、全社的な業務の効率化を実

現するシステムを構築する。 

5. 当社ならびに子会社および親会社から成る企業集団における業務の適正

を確保するための体制 

グループのセグメント別の事業に関して責任を負う取締役を任命し、法

令遵守体制、リスク管理体制を構築する権限と責任を与えて、本社管理本
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部はこれらを横断的に推進し、管理する。また、親会社である株式会社イ

ンターネット総合研究所を通じて提示されるオリックス株式会社のグルー

プガバナンスの諸規則にもとづき当社および子会社における法令遵守を徹

底させる「コンプライアンス基本規則」および「コンプライアンス・マニ

ュアル」を定めた。これにより全社的なコンプライアンス意識強化を図っ

ている。尚、グループ間取引については、法令に従い適正に行われるよう

管理する。 

6. 監査役会がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する体制ならびにその使用人の取締役からの独立性に関する事

項 

監査役は、内部監査室所属の職員に監査業務に必要な事項を命令するこ

とができるものとし、監査役より監査業務に必要な命令を受けた職員はそ

の命令に関して、取締役、内部監査室長等の指揮命令を受けないものとす

る。 

7. 取締役および使用人が監査役会に報告するための体制その他の監査役会

への報告に関する体制 

取締役または使用人は、監査役会に対して、法定の事項に加え、当社お

よび当社グループに重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、オリ

ックスグループ コンプライアンス・ヘルプラインへの通報状況およびそ

の内容をすみやかに報告する。報告の方法 (報告者、報告受領者、報告時

期等）については、都度、業務執行会議で常勤監査役に報告することとす

る。 

8. その他監査役会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査役会による各業務執行取締役および重要な使用人からのヒヤリング

の機会を最低年２回（臨時に必要と監査役会が判断する場合は別途）設け

るとともに、代表取締役社長、監査法人それぞれとの間で定期的に意見交

換会を開催する。 

 

[2］反社会的勢力による被害を防止するための社内体制の整備について 

株式会社ユビテック内部統制基本方針の「1. 取締役・使用人の職務執行が

法令・定款に適合することを確保するための体制」に、反社会的勢力に関与

しない旨を定めるとともに、株式会社ユビテック「企業行動憲章」の「2 公

正な企業活動」において、｢法令・社内外のルールを順守し、社会正義に合致

した、公正、透明、自由かつ適切な競争と取引を行い、社会から批判を浴び

る反社会的な者や団体への関与を永遠に排除します｡」と定めております。 

この企業行動憲章につきましては、自社ホームページに掲載し広く社内外

にもご理解いただけるように宣言しております。 
 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 

(注) 本事業報告中の記載金額は表示単位未満の端数を、１株当たり当期純利益につい
ては四捨五入、それ以外については切り捨てて表示しております。 
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連 結 貸 借 対 照 表 
  

(
 

平成21年６月30日現在
 

） 
（単位：千円） 

 
科      目 金   額 科      目 金   額 

 
(負 債 の 部) 

流 動 負 債 

支払手形及び買掛金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債 

退 職 給 付 引 当 金

 
 

706,238 

429,086 

79,897 

83,848 

4,385 

13,125 

95,895 

79,247 

79,247 

負 債 合 計 785,485 
 

(純 資 産 の 部) 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

為替換算調整勘定 

少 数 株 主 持 分 

 
 

3,004,071 

853,612 

567,514 

1,658,418 

△75,474 

△9,539 

△6,363 

△3,175 

16,912 

 
(資 産 の 部) 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

製 品 

仕 掛 品 

原材料及び貯蔵品 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 及 び 構 築 物 

減 価 償 却 累 計 額 

工具、器具及び備品 

減 価 償 却 累 計 額 

無 形 固 定 資 産 

の れ ん 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

3,411,103

1,876,107

1,121,483

53,270

27,072

77,259

77,215

179,363

△667

385,827

80,053

51,107

△14,368

353,235

△309,921

50,247

30,413

19,833

255,527

64,243

32,534

158,749 純 資 産 合 計 3,011,445 

資  産  合  計 3,796,930 負 債 純 資 産 合 計 3,796,930 
 
 (注) 千円未満は切り捨てて表示しております。 



〆≠●0 
02_9577701102109.doc 
㈱ユビテック様 招集 2009/08/21 3:34印刷 2/21 

 

 

― 16 ― 

連 結 損 益 計 算 書 
 

(
 

平成20年７月１日から
平成21年６月30日まで

 

) 
（単位：千円） 

 
科           目 金        額 

売 上 高  4,884,470 

売 上 原 価  3,900,044 

売 上 総 利 益  984,425 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  726,252 

営 業 利 益  258,173 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 5,755  

助 成 金 収 入 2,606  

受 取 配 当 金 97  

そ の 他 2,303 10,762 

営 業 外 費 用   

為 替 差 損 3,608  

投 資 事 業 組 合 運 用 損 774  

そ の 他 7 4,390 

経 常 利 益  264,545 

特 別 利 益 ― ― 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 3,489  

固 定 資 産 売 却 損 73  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 5,565 9,128 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  255,416 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 149,543  

法 人 税 等 調 整 額 △10,671 138,872 

少 数 株 主 損 失（△)  △222 

当 期 純 利 益  116,766 
 
 (注) 千円未満は切り捨てて表示しております。 
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連結株主資本等変動計算書 
 

(
 

平成20年７月１日から
平成21年６月30日まで

 

) 
（単位：千円） 

 
株   主   資   本 

 
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計 

平成20年６月30日残高 853,048 566,950 1,576,698 △75,474 2,921,223 

連結会計年度中の変動額  

新 株 の 発 行 564 564 1,129 

剰 余 金 の 配 当 △35,005 △35,005 

当 期 純 利 益 116,766 116,766 

自 己 株 式 の 取 得 △41 △41 

自 己 株 式 の 消 却 △41 41 － 

株主資本以外の項目の連結 
会計年度中の変動額(純額) 

－ 

連結会計年度中の変動額合計 564 564 81,719 － 82,848 

平成21年６月30日残高 853,612 567,514 1,658,418 △75,474 3,004,071 

 
 

 
評価・換算差額等 

 その他有価証
券評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

評価・換算
差額等合計

少数株主持分 純資産合計 

平成20年６月30日残高 △1,801 △3,015 △4,817 17,065 2,933,471 

連結会計年度中の変動額  

新 株 の 発 行 － 1,129 

剰 余 金 の 配 当 － △35,005 

当 期 純 利 益 － 116,766 

自 己 株 式 の 取 得 － △41 

自 己 株 式 の 消 却 － － 

株主資本以外の項目の連結 
会計年度中の変動額(純額) 

△4,561 △160 △4,722 △153 △4,875 

連結会計年度中の変動額合計 △4,561 △160 △4,722 △153 77,973 

平成21年６月30日残高 △6,363 △3,175 △9,539 16,912 3,011,445 
 
 (注) 千円未満は切り捨てて表示しております。 

 



〆≠●0 
02_9577701102109.doc 
㈱ユビテック様 招集 2009/08/21 3:34印刷 4/21 

 

 

― 18 ― 

連結注記表 

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

１ 連結範囲に関する事項 

  連結子会社の数 ３社 

  連結子会社の名称 Ubiteq HK Ltd. 

株式会社ユビテックソリューションズ 

Ubiteq Solutions Vietnam, LTD. 

２ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社であるUbiteq Solutions Vietnam, LTD.の決算日は３月31日であります。

Ubiteq HK Ltd.の決算日は５月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、

同日現在の計算書類を使用し、連結決算日までの間に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。 

３ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

  その他有価証券 

  時価のあるもの …… 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

  時価のないもの …… 移動平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出

資については、組合契約に規定される決算報告日において

入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で

取り込む方法によっております。 

② たな卸資産 

  評価基準は原価法（収益性の低下による薄価切下げの方法）によっております。 

 (a) 製品・原材料 

    総平均法 

 (b) 仕掛品 

    個別法 

 (c) 貯蔵品 

    最終仕入原価法 

  （会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、｢棚卸資産の評価に関する会計基準｣（企業会計基準第９

号 平成18年７月５日公表分）を適用しております。これにより当連結会計年度

の損益に与える影響は軽微であります。 
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物   ３年～18年 

工具、器具及び備品 ２年～15年 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しております。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。 

なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理を採用しております。 

(3) 重要な繰延資産の処理方法 

株式交付費 

支出時に全額費用として処理しております。 

(4) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

② 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務に基

づき計上しております。 

当社は従来採用していた退職一時金制度及び適格退職年金制度を平成17年３月

31日に廃止し、その時点における要支給額を将来の退職事由に応じて支払うこと

を従業員と同意しました。 

このため廃止日時点の要支給額を基に退職給付引当金を計上しております。 

なお、一部の連結子会社については期末要支給額を退職給付債務とする簡便法

を適用しております。 

③ 賞与引当金 

一部の連結子会社については従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額に基づき計上しております。 

④ 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額を計上しておりま

す。 
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(5) 消費税及び地方消費税の処理方法 

税抜方式によっております。 

４ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

全面時価評価法を採用しております。 

５ のれんの償却に関する事項 

５年間の均等償却を行っております。 

 

会計方針の変更 

(リース取引に関する会計基準） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりましたが、当連結会計年度より、｢リース取引に関す

る会計基準｣（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会)、

平成19年３月30日改正)）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針｣ (企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会)、

平成19年３月30日改正)）を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・

リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

これによる当連結会計年度の損益に与える影響はありません。 

 

表示方法の変更 

(連結貸借対照表） 

財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成20年８月７日内閣府令第50号）

が適用となることに伴い、前連結会計年度において、｢たな卸資産」として掲記され

たものは、当連結会計年度から「製品」｢仕掛品」｢原材料及び貯蔵品」に区分掲記し

ております。なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「製品」｢仕掛品｣ 

｢原材料及び貯蔵品」は、それぞれ64,492千円、44,618千円、163,857千円であります。 

 

連結損益計算書に関する注記 

期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次の棚卸資産評価損

が売上原価に含まれております。  6,409千円 

 

連結株主資本等変動計算書に関する注記 

 １ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 
 

 
前連結会計年度末

株式数(株) 
当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末 
株式数(株) 

 普通株式 35,355 106,145 0 141,500 
 

（変動事由の概要） 
増加数の内訳は、次のとおりであります。 
新株予約権の権利行使による新株の発行による増加 20株 
平成21年２月９日開催の取締役会決議により、平成21年４月１日をもって普通株式
１株を４株に分割したことによる増加 106,125株 
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 ２ 自己株式に関する事項 
 

 
前連結会計年度末

株式数(株) 
当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末 
株式数(株) 

 普通株式 350 1,050 0 1,400 
 

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

平成21年２月９日開催の取締役会決議により、平成21年４月１日をもって普通株式

１株を４株に分割したことによる増加 1,050株 

 

 ３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 
 

決議 株式の種類 
配当金の

総額 
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 

平成20年９月26日 
定時株主総会 

普通株式 35,005 1,000 平成20年６月30日 平成20年９月29日 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度とな

るもの 
 

決議予定 
株式の 
種類 

配当金
の総額

（千円）

配当の
原資

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 

平成21年９月17日
定時株主総会 

普通 
株式 

35,025
利益
剰余金

250 平成21年６月30日平成21年９月18日 

 

 ４ 新株予約権に関する事項 
 

目的となる株式の数（株） 
区 分 内 訳 

目的となる
株式の種類 前連結会計

年度末
増加 減少 

当連結会計 
年度末 

平成16年７月23日付与 普通株式 948 2,784 84 3,648 

平成16年11月26日付与 普通株式 118 354 32 440 

平成17年２月18日付与 普通株式 540 1,620 96 2,064 

平成17年11月30日付与 普通株式 748 2,244 2,992 0 

当社 

平成18年４月28日付与 普通株式 82 246 328 0 

合計 ― 2,436 7,248 3,532 6,152 
 
(注) 平成21年２月９日開催の取締役会決議により、平成21年４月１日をもって普通株式

１株を４株に分割いたしました。 
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税効果会計に関する注記 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 繰延税金資産 

退職給付引当金 31,615千円

未払賞与 16,360千円

棚卸資産評価損 10,114千円

前払費用 33,854千円

その他 30,019千円

繰延税金資産小計 121,964千円

評価性引当額 △6,144千円

繰延税金資産合計 115,820千円
 

 繰延税金負債 

  投資事業組合運用損益 6,070千円

 繰延税金負債合計 6,070千円

 繰延税金資産（負債）の純額 109,749千円
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項

目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

(調 整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.0％

役員賞与 2.3％

のれん償却額 2.4％

住民税均等割 2.0％

子会社欠損金の税効果未認識額 0.3％

評価性引当額の増加 2.0％

外国税額控除 1.8％

その他 0.9％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 54.4％
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ストック・オプション等に関する注記 

 １ ストック・オプションの内容 
 

 平成17年６月期 平成17年６月期 平成17年６月期 

付与対象者の区分別 
人数 

取締役５名
監査役２名
使用人97名

取締役10名
監査役３名

使用人14名 

ストックオプション 
の数(注)１ 

普通株式
7,152株

普通株式
2,808株

普通株式 
376株 

付与日 
(取締役会決議日) 

平成16年７月23日 平成16年11月26日 平成16年11月26日 

権利確定条件 (注)２ (注)２ (注)２ 

対象勤務期間 
平成16年７月23日～
平成18年６月30日 

平成16年11月26日～
平成17年２月28日 

平成16年11月26日～ 
平成18年９月30日 

権利行使期間 
平成18年７月１日～
平成26年６月13日 

平成17年３月１日～
平成26年９月15日 

平成18年10月１日～ 
平成26年９月15日 

 

 平成17年６月期 平成18年６月期 平成18年６月期 

付与対象者の区分別 
人数 

使用人97名
取締役５名
監査役１名
使用人18名

使用人８名 

ストックオプション 
の数(注)１ 

普通株式
3,200株

普通株式
3,592株

普通株式 
604株 

付与日 
(取締役会決議日) 

平成17年２月18日 平成17年11月30日 平成18年４月28日 

権利確定条件 (注)２ (注)２ (注)２ 

対象勤務期間 
平成17年２月18日～
平成18年12月１日 

平成17年11月30日～
平成19年９月30日 

平成18年４月28日～ 
平成19年９月30日 

権利行使期間 
平成18年12月２日～
平成26年11月30日 

平成19年10月１日～
平成27年９月15日 

平成19年10月１日～ 
平成27年９月15日 

 
(注) １ 株式数に換算して記載しております。なお、平成17年２月19日付で普通株式50

株を１株に併合し、平成17年12月20日付で普通株式１株を２株に分割しており

ます。 

また、平成21年４月１日付で普通株式１株を４株に分割しております。 

(注) ２ 付与日以降、権利確定日（各権利行使期間の初日）まで継続して、当社及び連

結子会社または関係会社の取締役、監査役、または使用人としての地位を有し

ていなければならないものとしております。 
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 ２ ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 
 

 平成17年６月期 平成17年６月期 平成17年６月期 平成17年６月期 平成18年６月期 平成18年６月期 

付与日 
(取締役会決議日)

平成16年 
７月23日 

平成16年 
11月26日 

平成16年 
11月26日 

平成17年 
２月18日 

平成17年 
11月30日 

平成18年 
４月28日 

権利確定前（株）   

前連結会計年度末残 ― ― ― ― ― ― 

付与 ― ― ― ― ― ― 

分割による増加 ― ― ― ― ― ― 

失効 ― ― ― ― ― ― 

権利確定 ― ― ― ― ― ― 

当連結会計年度末残 ― ― ― ― ― ― 

権利確定後（株）   

前連結会計年度末残 948 60 58 540 748 82 

分割による増加 2,784 180 174 1,620 2,244 246 

権利確定 ― ― ― ― ― ― 

権利行使 20 ― ― ― ― ― 

失効 64 ― 32 96 2,992 328 

当連結会計年度末残 3,648 240 200 2,064 0 0 

 
(注) 平成21年２月９日開催の取締役会決議により、平成21年４月１日をもって普通株式

１株を４株に分割いたしました。 
 

② 単価情報 
 

 平成17年６月期 平成17年６月期 平成17年６月期 平成17年６月期 平成18年６月期 平成18年６月期 

権利確定価格（円） 14,113 31,250 31,250 31,250 176,500 190,000 

権利行使時の 
平均株価（円） 

19,665 ― ― ― ― ― 

公正な評価単価 
(付与日)（円） 

― ― ― ― ― ― 

 
(注) 平成21年２月９日開催の取締役会決議により、平成21年４月１日をもって普通株式

１株を４株に分割いたしました。これに伴い権利行使価格は分割後の金額で記載し

ております。 
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１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 21,374円25銭
 
(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎 

純資産の部の合計額 3,011,445千円

純資産の部の合計額から控除 
する金額 

16,912千円

(うち少数株主持分) (16,912千円)

普通株式に係る期末の純資産額 2,994,532千円

普通株式の発行済株式数 141,500株

普通株式の自己株式数 1,400株

１株当たり純資産額の算定に 
用いられた期末の普通株式の数 

140,100株

 

１株当たり当期純利益 833円66銭
 
(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎 

当期純利益 116,766千円

普通株主に帰属しない金額 ―千円

普通株式に係る当期純利益 116,766千円

普通株式の期中平均株式数 140,064株

 

重要な後発事象に関する注記 

 該当事項はありません。 
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貸 借 対 照 表 
  

(
 

平成21年６月30日現在
 

） 
（単位：千円） 

 
科      目 金   額 科      目 金   額 

 
(負 債 の 部) 

流動負債 

支払手形 

買掛金 

未払金 

未払費用 

未払法人税等 

未払消費税等 

前受金 

預り金 

役員賞与引当金 

固定負債 

退職給付引当金 

 
 

599,539 

65,907 

332,901 

53,855 

18,005 

83,848 

21,149 

3,308 

7,438 

13,125 

45,947 

45,947 

負 債 合 計 645,487 
 

(純 資 産 の 部) 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 

 資本準備金 

利益剰余金 

 その他利益剰余金

  繰越利益剰余金

自己株式 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金

 
 

2,898,302 

853,612 

567,514 

567,514 

1,552,648 

1,552,648 

1,552,648 

△75,474 

△7,732 

△7,732 

 
(資 産 の 部) 

流動資産 

現金及び預金 

受取手形 

売掛金 

製品 

仕掛品 

原材料及び貯蔵品 

前払費用 

繰延税金資産 

未収入金 

その他 

固定資産 

有形固定資産 

建物 

減価償却累計額 

工具、器具及び備品 

減価償却累計額 

無形固定資産 

ソフトウェア 

その他 

投資その他の資産 

投資有価証券 

関係会社株式 

繰延税金資産 

敷金保証金 

2,874,647

1,475,035

19,902

982,640

53,270

20,371

77,383

94,439

95,917

51,995

3,692

661,409

71,303

44,369

△12,509

332,335

△292,892

7,103

4,597

2,505

583,002

58,631

350,875

18,370

155,125 純 資 産 合 計 2,890,569 

資 産 合 計 3,536,056 負 債 純 資 産 合 計 3,536,056 
 
 (注) 千円未満は切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 
 

(
 

平成20年７月１日から
平成21年６月30日まで

 

) 
（単位：千円） 

 
科           目 金        額 

売 上 高  4,002,707 

売 上 原 価  3,219,073 

売 上 総 利 益  783,633 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  553,383 

営 業 利 益  230,250 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 5,374  

保 険 配 当 金 167  

助 成 金 収 入 2,606  

そ の 他 1,795 9,943 

営 業 外 費 用   

株 式 交 付 費 3  

為 替 差 損 2,538  

投 資 事 業 組 合 運 用 損 774 3,316 

経 常 利 益  236,877 

特 別 利 益 ― ― 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 3,489  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 2,118 5,607 

税 引 前 当 期 純 利 益  231,270 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 130,892  

法 人 税 等 調 整 額 △17,169 113,722 

当 期 純 利 益  117,547 
 
 (注) 千円未満は切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 
 

(
 

平成20年７月１日から
平成21年６月30日まで

 

) 
（単位：千円） 

 
株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他
利益剰余金

 
資本金

資本準備金
資本剰余金

合計 繰越利益
剰余金

利益剰余金
合計 

自己株式 
株主資本 
合計 

平成20年６月30日残高 853,048 566,950 566,950 1,470,148 1,470,148 △75,474 2,814,672 

事業年度中の変動額   

新 株 の 発 行 564 564 564 ―  1,129 

剰 余 金 の 配 当 ― △35,005 △35,005  △35,005 

当 期 純 利 益 ― 117,547 117,547  117,547 

自 己 株 式 の 取 得 ― ― △41 △41 

自 己 株 式 の 消 却 ― △41 △41 41 ― 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額(純額) 

― ―  ― 

事業年度中の変動額合計 564 564 564 82,500 82,500 ― 83,629 

平成21年６月30日残高 853,612 567,514 567,514 1,552,648 1,552,648 △75,474 2,898,302 

 

評価・換算差額等 

 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算差額等合計
純資産合計 

平成20年６月30日残高 △2,954 △2,954 2,811,718 

事業年度中の変動額  

新 株 の 発 行 ― 1,129 

剰 余 金 の 配 当 ― △35,005 

当 期 純 利 益 ― 117,547 

自 己 株 式 の 取 得 ― △41 

自 己 株 式 の 消 却 ― ― 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額(純額) 

△4,778 △4,778 △4,778 

事業年度中の変動額合計 △4,778 △4,778 78,851 

平成21年６月30日残高 △7,732 △7,732 2,890,569 

 
 (注) 千円未満は切り捨てて表示しております。 
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個別注記表 

重要な会計方針に関る事項 

資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

① 子会社株式 

移動平均法による原価法 

② その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資については、組合契

約に規定される決算報告日において入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当

額を純額で取り込む方法によっております。 

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 評価基準は原価法（収益性の低下による薄価切下げの方法）によっております。 

① 製品・原材料 

総平均法 

② 仕掛品 

個別法 

③ 貯蔵品 

最終仕入原価法 

(会計方針の変更) 

当事業年度より、｢棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号 平成

18年７月５日公表分）を適用しております。これにより当事業年度の損益に与える影

響は軽微であります。 

(3) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物        ３年～18年 

工具、器具及び備品 ２年～15年 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しております。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。 

なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理を採用しております。 
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(4) 繰延資産の処理方法 

株式交付費 

支出時に全額費用として処理しております。 

(5) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。なお、当事業年度においては該当がないため計上しておりませ

ん。 

② 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づき計

上しております。 

当社は従来採用していた退職一時金制度及び適格退職年金制度を平成17年３月31

日に廃止し、その時点における要支給額を将来の退職事由に応じて支払うことを従

業員と同意しました。 

このため廃止日時点の要支給額を基に退職給付引当金を計上しております。 

③ 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額を計上しております。 

(6) 消費税及び地方消費税の処理方法 

税抜方式によっております。 

 

会計方針の変更 

（リース取引に関する会計基準） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりましたが、当事業年度より、｢リース取引に関する会

計基準」(企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業審議会第一部会)、平成19年

３月30日改正)）及び ｢リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会)、平成19年

３月30日改正)）を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・

リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

これによる当事業年度の損益に与える影響はありません。 

 

表示方法の変更 

（貸借対照表） 

財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成20年８月７日内閣府令第50号）

が適用となることに伴い、前事業年度において、｢原材料」及び「貯蔵品」として掲

記されたものは、当事業年度から「原材料及び貯蔵品」として掲記しております。 

 

貸借対照表に関する注記 

関係会社に対する金銭債権債務は次のとおりであります。 

短期金銭債権 2,781千円
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損益計算書に関する注記 

１ 関係会社との取引高は次のとおりであります。 

営業取引による取引高 

 営業費用 383,193千円

２ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う薄価切下後の金額であり、次の棚卸資産評価損が

売上原価に含まれております。           6,409千円 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 
 

株式の種類 
前期末株式数 

(株) 
当期増加株式数

(株) 
当期減少株式数

(株) 
当期末株式数 

(株) 

普通株式 350 1,050 0 1,400 

 
(注) 平成21年２月９日開催の取締役会決議により、平成21年４月１日をもって普通株式

１株を４株に分割いたしました。 
 

税効果会計に関する注記 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 繰延税金資産 
 退職給付引当金 18,695千円
 未払賞与 4,577千円
 棚卸資産評価損 10,114千円
 タックスヘイブン課税 38,191千円
 前払費用 33,854千円
 その他 18,641千円
繰延税金資産小計 124,076千円
評価性引当額 △3,717千円
繰延税金資産合計 120,358千円

 
 繰延税金負債 

 投資事業組合運用損益 6,070千円
 繰延税金負債合計 6,070千円
繰延税金資産（負債）の純額 114,287千円
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項

目別の内訳 
法定実効税率 40.7％
(調 整） 
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.8％
役員賞与 2.3％
住民税均等割 2.2％
評価性引当額の増加 1.6％
その他 1.6％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 49.2％
 

 

リースにより使用する固定資産に関する注記 

オペレーティング・リース取引（借主側） 

未経過リース料 
１年内 79,240千円
１年超 ―千円
合計 79,240千円
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関連当事者との取引に関する注記 

 会社等 
 

関係内容 

属性 会社名 
議決権等の 
所有(被所有) 

割合 
役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の 
内容 

取引金額
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 

親会社 オリックス㈱ 
（被所有） 

間接 
60.9％ 

無 機器の賃借 賃借料 89,145 前払費用 70,721 

主要株主 
パナソニック 

電工㈱ 

（被所有） 
直接 
10.3％ 

無 
情報システ
ムサービス
の提供等

売上 327,474 売掛金 60,343 

子会社 
Ubiteq HK 

Ltd. 
直接 
100％ 

役員 
２名 

当社製品の
製造委託

外注費 273,394 ― ― 

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 
 １ 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等

が含まれております。 
 ２ 取引価格については、市場価格に基づき、交渉の上、決定しております。 

 

１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 20,632円19銭

(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎 

純資産の部の合計額 2,890,569千円

純資産の部の合計額から控除 

する金額 
―千円

普通株式に係る期末の純資産額 2,890,569千円

普通株式の発行済株式数 141,500株

普通株式の自己株式数 1,400株

１株当たり純資産額の算定に 

用いられた期末の普通株式の数 
140,100株

 

１株当たり当期純利益 839円24銭

(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎 

当期純利益 117,547千円

普通株主に帰属しない金額 ―千円

普通株式に係る当期純利益 117,547千円

普通株式の期中平均株式数 140,064株

 

重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 
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会計監査人の監査報告 謄本 
 
 

独立監査人の監査報告書 
   

平成21年８月21日 
株式会社ユビテック 
 
 取 締 役 会  御 中 
 

あ ず さ 監 査 法 人 
 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 笛 木 忠 男 ㊞ 
 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 小 田 哲 生 ㊞ 
 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 佐 藤 由紀雄 ㊞ 

 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ユビテックの平成20

年７月１日から平成21年６月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査

を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監

査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかど

うかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営

者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結計算書類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠して、株式会社ユビテック及び連結子会社から成る企業集団の当

該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。 

以 上 
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会計監査人の監査報告 謄本 
 
 

独立監査人の監査報告書 
   

平成21年８月21日 
株式会社ユビテック 
 
 取 締 役 会  御 中 
 

あ ず さ 監 査 法 人 
 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 笛 木 忠 男 ㊞ 
 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 小 田 哲 生 ㊞ 
 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 佐 藤 由紀雄 ㊞ 

 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ユビテックの

平成20年７月１日から平成21年６月30日までの第33期事業年度の計算書類、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書

について監査を行った。この計算書類及びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監

査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥

当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期

間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。 

以 上 
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監査役会の監査報告 謄本 
 
 

監 査 報 告 書 
 

 当監査役会は、平成20年７月１日から平成21年６月30日までの第33期事業年度の取締
役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査
報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 
 
1、 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 
  監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び

結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

  各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分
担等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及
び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役
及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況
を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確
保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会
社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の
内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況を監視及
び検証いたしました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及
び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法
に基づき、当該事業年度に係わる事業報告及びその附属明細書について検討いたしま
した。 

  さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを
監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行
われることを確保するための体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監
査に関する品質管理基準」(平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備して
いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事
業年度に係わる計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。 

 
2、 監査の結果 
 (1) 事業報告等の監査結果 

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示
しているものと認めます。 

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大
な事実は認められません。 

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。ま
た、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべ
き事項は認められません。 

 (2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 
   会計監査人あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 
 (3) 連結計算書類の監査結果 
   会計監査人あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 
 
平成21年８月26日 

株式会社ユビテック  
 

常勤監査役（社外監査役) 松 井 和 明 ㊞ 

監 査 役（社外監査役) 小 林 稔 忠 ㊞ 

監 査 役（社外監査役) 与謝野   肇 ㊞ 

監 査 役（社外監査役) 高 橋  通 ㊞ 
   

以 上 
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株主総会参考書類 
 

議案および参考事項 

 第１号議案 剰余金の配当の件 

期末配当金につきましては、経営体質の強化と今後の事業展開を勘案し、

内部留保にも意を用いるとともに、株主の皆様の日頃のご支援にお応えす

ることから次のとおりとさせていただきたく存じます。 

(1) 配当財産の種類 

   金銭 

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額 

当社普通株式１株につき 金250円 総額35,025,000円 

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日 

平成21年９月18日 
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第２号議案 定款一部変更の件 

  1. 提案の理由 

    「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する

法律等の一部を改正する法律」（平成16年法律第88号、以下「決済合理化

法」という。）が施行され、株券電子化が実施されたことに伴い、現行定

款に以下のとおり変更を行うものであります。 

   （1）決済合理化法附則第6条の定めにより、当社は決済合理化法の施行日 

(平成21年1月5日）において株券を発行する旨の定款規定を廃止する

定款変更の決議がされたものとみなされておりますので、当社定款第

8条（株券の発行）を削除するものであります。 

   （2）「株券等の保管及び振替に関する法律」が廃止されたことに伴い、当

社定款規定のうち、実質株主名簿に関する文言の削除を行うものであ

ります。 

   （3）株券喪失登録簿は、決済合理化法施行日の翌日から起算して1年を経

過する日までこれを作成して備え置くこととされているため、附則に

所要の規定を設けるものであります。 

   （4）その他、必要な規定および文言の削除、修正等所要の変更を行うもの

であります。 

 

  2. 定款変更の内容 

    変更の内容は次のとおりであります。 

（下線は変更部分） 

現行定款 変更案 

第1条～第7条 （条文省略） 

 

 (株券の発行) 

第8条 

会社は、株式に係る株券を発行する。 

 

（株主名簿管理人） 

第9条 

当会社は、株主名簿管理人を置く。 

2 株主名簿管理人およびその事務取扱場

所は、取締役会の決議によって定め、これを

公告する。 

第1条～第7条 （現行どおり） 

 

 

（削除） 

 

 

（株主名簿管理人） 

第8条 

当会社は、株主名簿管理人を置く。 

2 株主名簿管理人およびその事務取扱場

所は、取締役会の決議によって定め、これを

公告する。 
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現行定款 変更案 

3 当会社の株主名簿（実質株主名簿を
含む。以下同じ。）、株券喪失登録簿お
よび新株予約権原簿の作成ならびに備置き
その他の株主名簿、新株予約権原簿および
株券喪失登録簿に関する事務は、これを株
主名簿管理人に委託し、当会社においては
これを取扱わない。 
 
第10条～第35条 （条文省略） 
 
（期末配当） 
第36条 
当会社は株主総会の決議によって毎年６月
30日の最終の株主名簿に記載または記録さ
れた株主または登録株式質権者に対し金銭
による余剰金の配当（以下「期末配当」とい
う。）をすることができる。 
（中間配当） 
第37条 
当会社は、取締役会の決議によって、毎年
12月31日の最終の株主名簿に記載または
記録された株主または登録株式質権者に対
し、会社法第454条第５項に定める余剰金の
配当（以下「中間配当」という。）をすることが
できる。 
 
第38条 （条文省略） 
 

3 当会社の株主名簿、新株予約権原簿
の作成ならびに備置きその他の株主名簿、
新株予約権原簿に関する事務は、これを株
主名簿管理人に委託し、当会社においては
これを取扱わない。 
 
 
 
第9条～第34条（現行どおり） 
 
（期末配当） 
第35条 
当会社は株主総会の決議によって毎年６月
30日の最終の株主名簿に記載または記録さ
れた株主または登録株式質権者に対し金銭
による剰余金の配当（以下「期末配当」とい
う。）をすることができる。 
（中間配当） 
第36条 
当会社は、取締役会の決議によって、毎年
12月31日の最終の株主名簿に記載または
記録された株主または登録株式質権者に対
し、会社法第454条第５項に定める剰余金の
配当（以下「中間配当」という。）をすることが
できる。 
 
第37条（現行どおり） 
 

附則 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
（新設） 
 
 
 
 
 
（新設） 

附則 
第1条 
当会社の株券喪失登録簿は株主名簿管理
人の事務取扱場所に備え置き、株券喪失登
録簿への記載または記録に関する事務は株
主名簿管理人に取扱わせ、当会社において
は取扱わない。 
 
第2条 
当会社の株券喪失登録簿への記載または
記録は、法令または定款に定めるものの
ほか、取締役会にて定める株式取扱規程
による。 
 
第3条 
本附則第１条乃至本条は平成22年１月６
日をもってこれを削除するものとする。 
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第３号議案 取締役７名選任の件 

    取締役全員（８名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますの

で、あらためて取締役７名の選任をお願いするものであります。 

    取締役候補者は、次のとおりであります。 
 

候補者 
番 号 

氏     名 
(生 年 月 日) 

略歴、重要な兼職の状況、 
当社における地位および担当 

所有する 
当社株式 
の  数 

１ 
荻 野   司 

 
(昭和36年12月14日生) 

昭和61年４月 キヤノン㈱入社  
昭和61年６月 同社 中央研究所入所 
平成７年７月 ファストネット㈱出向 
平成11年４月 同社 取締役 
平成12年７月 ㈱インターネット総合研究所入社

執行役員 兼 ㈱インターネッ
トシーアンドオー（現㈱ブロー
ドバンドセキュリティ) 代表取
締役社長 

平成14年７月 ㈱インターネットシーアンドオー
(現㈱ブロードバンドセキュリテ
ィ）代表取締役会長 

平成14年９月 ㈱インターネット総合研究所 取
締役 研究開発担当 兼 ユビ
キタス研究所長 

平成15年７月 当社 取締役 
平成15年９月 当社 代表取締役社長（現任） 
平成15年９月 ㈱インターネット総合研究所 取

締役 最高技術責任者 兼 ユ
ビキタス研究所長 

平成16年９月 ㈱インターネット総合研究所 取
締役 最高技術責任者 

平成17年６月 Ubiteq HK Ltd. Director（現任)
平成17年９月  ファイバーテック㈱ 取締役 
平成17年11月  ナノオプトニクス研究所（現㈱

ナノオプトニクス・エナジー）
取締役 (現任） 

平成18年８月  ㈱日本エンジニアリングシステ
ム（現㈱ユビテックソリューシ
ョンズ) 代表取締役会長（現
任） 

平成18年９月 ㈱インターネット総合研究所 取
締役 

平成19年10月 モバイル・インターネットキャピ
タル㈱ 取締役（現任） 

 

2,702株 
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候補者 
番 号 

氏     名 
(生 年 月 日) 

略歴、重要な兼職の状況、 
当社における地位および担当 

所有する 
当社株式 
の  数 

２ 
明 石 直 人 

 
(昭和43年10月５日生) 

平成４年４月 ㈱富士銀行（現㈱みずほコーポレ
ート銀行）入行 

平成11年７月 同行 総務部ファシリティマネジ
メント室調査役 

平成12年４月 キャピタルドットコム㈱（現イ
ー・リサーチ㈱）入社 ヴァイ
スプレジデント 

平成15年４月 アイディールコムズ㈱（現ホメオ
スタイル㈱）入社 管理本部長
兼 経営企画部長 

平成15年９月 同社 取締役 業務管理本部長 
平成16年２月 当社 管理部長  
平成16年９月 当社 取締役 管理部長 
平成17年１月 当社 取締役 管理本部長 
平成18年８月  ㈱日本エンジニアリングシステ

ム（現㈱ユビテックソリューシ
ョンズ) 取締役（現任） 

平成19年９月 Ubiteq HK Ltd. Director（現任)
平成20年９月 当社 常務取締役 管理本部長

（現任） 
 

511株 

３ 
平 田   満 

 
(昭和29年10月９日生) 

昭和53年４月 新日本製鐵㈱入社 

昭和62年４月 生産管理業務、輸出販売業を経て

同社 大阪支店掛長 

平成６年４月 同社 エレクトロニクス情報通信

事業部部長代理 

平成８年９月 当社 電子機器事業部次長 

平成14年９月 当社 取締役 通信・モバイル事

業部長 

平成17年12月  ㈱ナレッジクリエーション 取

締役（現任） 

平成20年７月 当社 取締役 営業本部長（現

任） 

 

479株 
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候補者 
番 号 

氏     名 
(生 年 月 日) 

略歴、重要な兼職の状況、 
当社における地位および担当 

所有する 
当社株式 
の  数 

４ 
白 木 道 人 

 
(昭和42年５月20日生) 

平成３年４月 キヤノン㈱入社 

平成４年７月 ファストネット㈱出向 

平成12年１月 ㈱インターネットシーアンドオー

(現㈱ブロードバンドセキュリテ

ィ）設立に参画 同社オペレー

ション部長 

平成14年７月 同社 取締役 運用部長（兼務）

平成15年３月 同社 取締役COO 

平成16年２月 ㈱インターネット総合研究所入社

当社出向 電子機器事業部 事

業企画部長 兼 ユビキタス製

品研究部長 

平成16年７月 当社 映像事業部 事業企画部長

兼 ユビキタス研究所 研究企

画部長 

平成17年３月 当社 取締役 電子機器事業部

副部長 兼 事業企画部長 兼

ユビキタス研究所 副所長 兼

研究企画部長 

平成20年７月 当社 取締役 営業本部副本部長

(現任） 

 

119株 

 



〆≠●0 
03_9577701102109.doc 
㈱ユビテック様 招集 2009/08/20 16:45印刷 7/12 
 

 

― 42 ― 

 

候補者 
番 号 

氏     名 
(生 年 月 日) 

略歴、重要な兼職の状況、 
当社における地位および担当 

所有する 
当社株式 
の  数 

５ 
藤 原   洋 

 
(昭和29年９月26日生) 

昭和52年４月 日本アイ・ビー・エム㈱入社 
昭和52年12月 日立エンジニアリング㈱入社 
昭和60年２月 ㈱アスキー入社 
昭和62年２月 ㈱グラフィックス・コミュニケー

ション・テクノロジーズ出向 
       取締役 研究開発部長 
昭和63年９月 米国ベル研究所（Bellcore）訪問

研究員 
平成３年４月 ジー・シー・テクノロジー㈱出向
平成５年３月 ㈱グラフィックス・コミュニケー

ション・ラボラトリーズ出向 
       常務取締役 研究開発本部長 
平成５年６月 ㈱アスキー 取締役 
平成８年４月 慶應義塾大学理工学部 客員教授
平成８年12月 ㈱インターネット総合研究所設立

代表取締役所長（現任） 
平成14年３月 グローバルセンター・ジャパン㈱

(現㈱ブロードバンドタワー）代
表取締役会長 

平成16年５月  ㈱IRIコミュニケーションズ  
(現㈱ブロードバンドセキュリテ
ィ）代表取締役会長 

平成16年９月 当社 取締役会長（現任） 
平成16年９月  ㈱ブロードバンドタワー 取締

役（現任） 
平成17年３月  ㈱プロデュース・オン・デマン

ド 取締役会長 
平成17年９月  ファイバーテック㈱ 取締役 
平成17年11月 ㈱ナノオプトニクス研究所設立 
       （現㈱ナノオプトニクス・エナジ

ー）代表取締役就任(現任) 
平成18年１月  ㈱モバイル・ブレークスルー

代表取締役  
平成18年２月 グローバルナレッジネットワーク

㈱取締役会長 (現任） 
平成19年４月 セーバー㈱ 取締役会長 
平成19年６月 ジャパンケーブルキャスト㈱ 取

締役 (現任) 
平成20年５月 ㈱フロンティアファーマ 取締役

(現任） 
平成20年６月 ㈱アソボウズ 取締役（現任） 
平成20年７月 ㈱ナノオプト・メディア 代表取

締役（現任） 
平成21年６月 ㈱大山黒牛TMC 代表取締役（現

任） 

160株 
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候補者 
番 号 

氏     名 
(生 年 月 日) 

略歴、重要な兼職の状況、 
当社における地位および担当 

所有する 
当社株式 
の  数 

６ 
徳 田 英 幸 

 
(昭和27年11月13日生) 

昭和58年10月 カーネギーメロン大学計算機科学
科 Research Associate 

昭和59年９月 同大学同学科 Research Computer 
Scientist 

平成２年９月 慶應義塾大学 助教授（環境情報
学部）兼任 

平成３年９月 カーネギーメロン大学計算機科学
科Senior Research Computer Scientist

平成８年４月 慶應義塾大学教授（環境情報学
部） 

平成９年５月 慶應義塾大学 常任理事 
平成13年６月 慶應義塾大学 政策・メディア研

究科委員長 
平成16年９月 当社 取締役（現任） 
平成19年10月 慶應義塾大学環境情報学部長 兼

教授（現任） 

160株 

７ 
江 崎   浩 

 
(昭和38年１月18日生) 

昭和62年４月 ㈱東芝入社 総合研究所 通信機
器研究所配属 

平成２年４月 ベルコア社（米国、ニュージャー
ジ州）客員研究員 

平成３年10月 ㈱東芝 研究開発センター 情報
通信システム研究所 帰任 

平成６年７月 コロンビア大学CTR（米国、ニュ
ーヨーク市）客員研究員 

平成８年４月 ㈱東芝 研究開発センター 情報
通信システム研究所 帰任 

平成９年10月 同社 コンピュータネットワーク
プロダクト事業部 配属 

平成10年10月 東京大学 大型計算機センター
研究開発部 助教授 

平成11年４月 東京大学 情報基盤センター 研
究開発部 助教授 

平成12年４月 東京大学 大学院 情報理工学系
研究科 電子情報学専攻 助教
授 

平成13年４月 ㈱ワイドリサーチ 社外取締役
(現任） 

平成13年10月 ㈱アヴァブネットジャパン 社外
取締役 

平成16年10月 当社 取締役（現任） 
平成17年４月 東京大学 大学院 情報理工学系

研究科 教授 (現任） 
平成19年６月 Internet Society Board of  
       Trustee（現任） 
 

160株 
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(注) 1. 取締役候補者 藤原洋、徳田英幸および江崎浩は、社外取締役候補者でありま

す。 

2. 社外取締役候補者 藤原洋は、当社取締役に就任した平成16年９月より当社の

親会社である株式会社インターネット総合研究所の代表取締役所長と兼務し、

当社は同社との間に売上仕入等の取引関係があります。 

3. 社外取締役候補者 藤原洋および徳田英幸は平成16年９月に当社取締役に就任

以来、約５年間在任しております。 

4. 社外取締役候補者 江崎浩は平成16年10月に当社取締役に就任以来、約５年間

在任しております。 

5. 社外取締役候補者の選任理由および社外取締役としての独立性および社外取締

役との責任限定契約について 

社外取締役の選任理由および独立性について 

①藤原洋につきましては当社の親会社である株式会社インターネット総合研究所

代表取締役所長として当社に対する営業的、技術的なアドバイスを期待するた

め、社外取締役として選任をお願いするものであります。 

②徳田英幸につきましては慶應義塾大学学部長として当社の中期事業経営計画の

柱ともいえる次世代ネットワーク、ユビキタス・コンピューティングに対応し

た製品の企画開発において、産学連携に向けた体制を整えるため、社外取締役

として選任をお願いするものであります。 

③江崎浩につきましては東京大学大学院教授として当社の中期事業経営計画の柱

ともいえる次世代ネットワーク、ユビキタス・コンピューティングに対応した

製品の企画開発において、産学連携に向けた体制を整えるため、社外取締役と

して選任をお願いするものであります。 

社外取締役としての適格性について 

 ・藤原洋につきましては当社の親会社である株式会社インターネット総合研

究所代表取締役所長としての豊富な経験と幅広い見識を当社の業務にいか

していただけると判断いたしました。 

 ・徳田英幸につきましては過去において社外役員以外の立場で会社経営に関

与したことはありませんが、慶應義塾大学学部長としての豊富な経験と幅

広い見識を当社の業務にいかしていただけると判断いたしました。 

 ・江崎浩につきましては過去において社外役員以外の立場で会社経営に関与

したことはありませんが、東京大学大学院教授としての豊富な経験と幅広

い見識を当社の業務にいかしていただけると判断いたしました。 

社外取締役との責任限定契約について 

当社は社外取締役との間で金120万円または会社法第425条第１項に定める最低

責任限度額のいずれか高い金額を会社法第423条第１項の責任の限度とする責

任限定契約を締結しております。社外取締役の再任が承認された場合、当社は

上記責任限定契約を継続する予定であります。 

6. 取締役 林雅弘は本総会終結の時をもって退任し、子会社㈱ユビテックソリュ

ーションズの経営に専念します。 

 

以 上 
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株主総会会場ご案内図 
 

 

 

○場  所 ゆうぽうと７階 ｢福寿」 

      東京都品川区西五反田８丁目４番13号 

      TEL 03（3490）5111 

 

○交  通 JR山手線 都営地下鉄浅草線五反田駅から徒歩５分 

      東急池上線 大崎広小路駅前 

 




